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                            令和 ７年７月３１日 

 

広島市監査委員 古 川 智 之 

同       井 戸 陽 子  

同       川 村 真 治  

同       平 岡 優 一  

 

包括外部監査の意見に対する対応結果の公表について 

 広島市長から監査の意見に対する対応結果について通知があったので、当該通知に係る事項

を別紙のとおり公表する。 

 



 

（別紙） 

 

令和５年度包括外部監査の意見に対する対応結果の公表 

（ 企 画 総 務 局 ） 

 

１ 監査意見公表年月日 

令和６年２月５日（広島市監査公表第２号） 

２ 包括外部監査人 

  松本 京子 

３ 監査意見に対する対応結果通知年月日 

令和７年７月２２日（広地地第１７号） 

４ 監査のテーマ 

補助金等交付事務に関する財務に係る事務の執行について 

５ 監査の意見及び対応の内容 

消費税について（中山間地域お宝資源掘り起こし事業に係る補助金） 

（所管課：企画総務局地域活性化調整部地域活性推進課） 

監 査 の 意 見 対 応 の 内 容 

消費税法上、補助金は、消費税の課税対象外取

引とされるため、補助金収入には消費税が含まれ

ていない。 

しかし、当該補助金収入により、補助事業にお

いて備品購入や工事発注等の課税対象取引を行

った場合、原則課税の事業者は、補助金分の消費

税についても、補助事業以外における支払い消費

税と併せて仕入税額控除を受けることができる。 

この場合、消費税を預かっていないにも関わら

ず、仕入税額控除の適用を受けることになること

から、この重複部分を精算し、補助金の返還をさ

せるべきである。また、返還の前提として、補助

事業者に対し、原則課税事業者か否か、消費税仕

入控除税額の確定時に返還額の報告を課すこと

が望ましい。 

しかしながら、当該補助金の交付要綱には、消

費税の仕入控除税額に係る処理について、記載が

ないため、上記の理由により記載することが望ま

しい。 

 

監査の意見を受けて、令和７年４月１日付けで、

中山間地域好循環創出支援事業（農林水産業ビジネ

ス型）補助金交付要綱を改正し、施行日以降補助金

の交付を受けた地域団体等に対して、補助対象事業

の完了後、消費税及び地方消費税の申告によって、

補助金に係る消費税等の仕入控除税額が確定した場

合は、消費税相当額報告書を速やかに提出させ、補

助対象経費に係る仕入税額控除の有無を確認すると

ともに、仕入税額控除を受けている場合は、当該仕

入控除税額の全部又は一部を返還させることとし

た。 

 

  


